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研究成果の概要： 

運動の不器用さを主訴にもつ 6～9 歳の神経発達症児 17 名（介入群 11 名，対照群 6 名）
に対して，小集団作業療法（1 回 90 分，月 1 回）を計 5 回実施した．その結果，介入群
において協調運動能力が有意に向上し，保護者が記入するチェックリストの得点において
も有意な改善が示された．運動有能感尺度には介入前後で有意差はみられなかった．不器
用児に対して小集団作業療法を実施することで協調運動能力の改善に効果を及ぼす可能性
が示唆された． 
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１．研究の背景 

発達性協調運動症（Developmental Coordination 

Disorder：DCD）は，協調運動技能の獲得や遂行の障
害である 1)．協調運動とは，諸種の動作を一つにまと
める運動であり，運動に限らず日常生活場面や遊び，
学習場面など様々な場面における動作と関連し，協調
運動の障害は一般的に「不器用」「不器用さ」と表現
される．DCD は運動技能の障害が家庭や社会，学校
生活，または市民生活における日常活動を行ったり参
加したりすることを著しく妨げる．また，DCD 児に
は抑うつ傾向がみられやすいことや 2)，自己概念が乏
しく友人関係も苦手になりやすいこと 3)4)，協調運動
能力が乏しいことと低い自己認識や自尊心が関連を
持つこと等も報告されている 5)．そのため，協調運動
の問題は心理的，情緒的または社会的な問題など二次
的に生じる問題と関連していることが言える．一方，
自閉スペクトラム症（Autism spectrum Disorder：
ASD ） や ， 注 意 欠 如 多 動 症 （ Attention 

Deficit/Hyperactivity Disorder：AD/HD），限局性学
習症（Specific Learning Disabilities：SLD）等の他

の神経発達症においても協調運動の問題がみられや
すいことがこれまでに数多くの研究により明らかに
されており 6)~8)，DSM-IV での AD/HD との併存に引
き続き，DSM-5 において ASD と DCD の併存が認め
られた． 

この協調運動障害に対する介入として，課題指向型
介入の効果が報告されている 9)．課題指向型介入とは，
苦手な運動技能を向上させる目的で，本人にとって意
義のある運動課題を練習する介入を行うことである．
また，海外では，課題指向型に限らず，協調運動障害
に対する様々な介入の報告がみられている． 

一方，日本においては，協調運動の問題に対する介
入の報告例は少なく，作業療法士の介入による神経発
達症児の協調運動能力への効果を検証した報告はほ
とんどない．多辺田ら 10)は，自閉スペクトラム症児の
不器用さに対する認知指向型・家族参加型グループリ
ハビリテーションの試みを報告している．この報告で
は，子ども自身が課題を設定し，親子で課題に取り組
むことで，設定課題の技能向上を認めたことが報告さ
れている．しかし，グループリハビリテーションによ
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る協調運動能力に対しての効果検証や，対照群の設定
はなされていない．また，実施期間や実施回数により，
得られた効果がグループ単独によるものなのかにつ
いても今後検証する必要がある．協調運動障害に対す
る作業療法では，臨床上，直接的なリハビリテーショ
ンだけではなく，成功体験を得ることで日常生活にお
ける行動も変容し，運動技能の向上や，子ども本人の
運動に対する主観的側面の改善へ効果があるのでは
ないかと感じている． 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は，運動の不器用さを主訴にもつ神経
発達症児に対して小集団作業療法を実施し，協調運動
能力や子ども自身の運動に対する主観的側面に改善
が認められるかどうかを検証することである． 

 

３．研究の方法 

1）研究デザイン 
 クロスオーバー比較試験とした．対照群でも参加希
望のある場合は，研究期間終了後の小集団作業療法へ
の介入を可能とした． 
 
2）対象 
対象は医療機関において神経発達症の診断を受け，

運動の不器用さを主訴に持つ 6～9歳の男児 17 名（介
入群 11 名；7.0±1.2 歳，対照群 6 名；7.3±1.4 歳）
であった． 
除外基準として，①神経発達症以外の身体的あるい

は知的な障害の診断を受けている症例，②知能検査
（WISC-Ⅲあるいは WISC-IV）による全検査 IQ が 70 未
満の症例，③研究期間中に医療機関等でリハビリテー
ションを受けている症例とした． 
 

3）実施手順 
①長崎市内の A 医療機関の医師から，本研究の基準

を満たす神経発達症児と保護者を紹介してもらう．②
参加希望の子どもと保護者に対して，本研究の説明を
行い，同意が得られた者を介入群と対照群に割り付け
る．③両群ともに，介入初回月の前月と，介入最終月
の次月に評価を行う．④全介入と評価終了後，介入前
後の結果を比較検討する．⑤研究期間終了後，対照群
に対して同様の介入を実施する． 
 

4）介入方法 
介入は低年齢，高年齢の 2グループに分け，作業療

法士 7名による小集団作業療法（1 回 90 分，月 1 回）
を計 5回実施した．内容は，学校生活で実施頻度の高
い運動活動の要素を取り入れた「ジャンプ」「ピッチ
ング」「キック」の運動課題を実施した． 
 

5）調査項目 
評価項目は，以下の項目に関して評価を行った．  
＜基本特性＞ 

①対象児特性 
性別，年齢，診断名に関して保護者から情報を
得る． 

②知的能力 
WISC-Ⅲあるいは WISC-IV の知能指数に関して
保護者から情報を得る． 

＜評価項目＞ 
①協調運動能力 
・Movement Assessment Battery for Children-2 

（M-ABC2） 
・M-ABC2 Checklist 
・Developmental Coordination Disorder  

Questionnaire 日本語版（DCDQ-J） 
②運動有能感 
・運動有能感尺度 

 
6）統計解析 
介入前の各評価得点を介入群と対象群の間で比較

するため，Mann-Whitney の検定を用いた．また，各群
において評価結果を介入前後で比較するため，
Wilcoxon の符号付順位検定を用いた．統計解析には
SPSS を使用し，有意水準は 5%未満とした． 
 
7）倫理的配慮 
本研究は長崎大学大学院医歯薬学総合研究科倫理

委員会の承認を受け（承認番号：H30 保教-14），対象
児と保護者に文書と口頭で研究内容を説明し同意を
得て実施した． 
 
４．研究成果 
Mann-Whitney の検定により，介入前の各評価得点を

両群間で比較した結果，M-ABC2「手先の器用さ」のみ
有意差があり対照群の方が有意に低い得点であった
（p<0.05）．Wilcoxon の符号付順位検定により，各群
において評価結果を介入前後で比較した．その結果，
介入群において，M-ABC2「ボールスキル」（p<0.05），
「総合」（p<0.01）の得点が介入前より介入後で有意
に向上した．また，M-ABC2 Checklist 日本語版では，
「セクション B（動的環境および予測不可能な環境に
おける動作・運動）」の得点が介入後で有意に減少し
（p<0.05），改善を認めた．DCDQ-J，運動有能感尺度
では，介入前後で有意差は認められなかった．一方，
対象群では全ての評価で前後に有意差は認められな
かった． 
小集団作業療法として学校生活で実施されやすい

ボール遊びの要素を多く取り入れたことで，ボールス
キルや動的環境および予測不可能な環境における動
作，運動に改善がみられたと考えられる．子ども自身
が評価する運動有能感尺度には効果はみられなかっ
たが，このことには今回の介入が長期間ではあるが低
頻度であったことが影響していると考えられる．月 1
回の介入ではあるが，介入群の協調運動能力に改善が
みられたことは，不器用児に対して小集団作業療法を
実施することで協調運動能力の改善に効果を及ぼす
可能性が示唆される． 
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